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○都市計画制度に関する地域主権改革への対応
○国土交通省成長戦略（抜粋）
○低炭素都市づくりガイドライン（案）概要
○制度検討の方向性（第１回小委員会資料）



【都道府県決定とすべき主な都市計画】
・ 区域区分：都市や市街地の外延を画するもの
・ 国道、一級河川、都市再生特別地区：国策性を有す
るもの

・ 都道府県道、二級河川、都市高速鉄道、産業廃棄物
処理施設：一の市町村では不適当

・ 歴史的風土特別保存地区、近郊緑地特別保全地
区：現況保全を図る特殊かつ厳しい規制 等

【新たに市町村決定とすべき主な都市計画】
・ 三大都市圏等の用途地域等
・ １０ｈａ以上の公園等、５０ｈａを超える土地区画整理

事業等（国又は都道府県設置等を除く）
・ ４車線以上の市町村道 等

【都市計画に対する国・都道府県の関与】
・ 都道府県決定の都市計画は、三大都市圏等の大都
市（特定区域）においては、国はＭＰレベルの関与の
みにとどめて同意付き協議を廃止し、国の利害に重大
な関係があるものに限定すべき。

・ 市町村決定の都市計画は、市町村と都道府県の複
数の主体によって同一の区域に定められる都市計画
を一体的に定める必要性から、従来どおり都道府県
の同意を要する協議が必要ではないか。

【開発許可・建築許可】
・ 市に対する一律の移譲ではなく、従来どおり事務処
理委任制度による個別の移譲が適切ではないか。

【都市計画事業認可】
・ 事業者に収用権限を与えるため、公正性・中立性の
観点から第三者による審査が不可欠であり、土地収
用法の特則であるという性格から、存置すべき。

【第２回委員会提出資料（抜粋）】

【第１次勧告を踏まえた国交省の回答】
（※政府部内調整中）

【地域主権改革一括法】（国会審議中）

・ 三大都市圏等の大都市（特定区域）にお
ける都道府県の都市計画に関する国土交
通大臣の同意付き協議を廃止

・ 市の都市計画に関する都道府県の同意
を要する協議を同意を要しない協議とする。

【都市計画に対する国・都道府県の関与】

【開発許可・建築許可】

・ 法第５３条・第６５条の建築許可について
は、都道府県と基礎自治体のあるべき役割
分担のあり方が整理されるのであれば、市
への移譲を検討する。

・ 開発許可は、事務執行体制の問題のほか、
農転許可等他分野と一体的に処理する必
要性の観点から引き続き事務処理委任制
度を活用する。

【都市計画事業認可】
・ 引き続き、国・都道府県に存置する。

【新たに市町村決定とすべき主な都市計画】

・ 三大都市圏等の用途地域等
・ ４車線以上の市町村道
・ 大規模な土地区画整理事業、市街地再開
発事業等 等

【新たに指定都市決定とすべき主な都市計画】

・ 区域区分（都市計画区域マスタープランを
都道府県で定めることが前提） 等

都市計画制度に関する地域主権改革への対応
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住宅・都市分野 成長戦略の工程表

都市の国際競争力の強化
・都市再生特別措置法の前倒し延長・拡充等

・官民協議会による事業実施、運営体制の構築等
・各種規制緩和を行う特区の設定
・都市開発のコーディネート等の支援
・税制支援、民間資金の導入促進措置

・大街区化や容積率の緩和に係るガイドラインの作成
・シティセールスの展開
・戦略プロジェクトに係る調整と着手
・安定的な金利で長期に資金調達ができる方策の検討 等

早期の実現を目指すもの（平成23年度概算要求を含む） ２～３年後の実現を目指すもの 将来的な方向性を示すもの

・制度改正を踏まえた施策の推進
・戦略プロジェクトの本格的実施及びシティセールスへの活用

・更なる都市の国際競争力の強化方策の検討

・官民連携主体による戦略実現プランの提案・実施
・大都市圏の状況や施策の実施状況のフォローアップ
・大都市圏政策の更なる見直しの検討
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多様な官民連携主体による自発的・戦略的地域づくりの促
進 ・官民連携による広域的な戦略的地域づくりを促す仕組みの構築（法制化）

・国が認定した官民連携主体への準行政的権限の付与等
・コミュニティレベルでも実施する仕組みの構築

・「新しい公共」の担い手に一定の権限を付与し、支援する仕組みを創設

・官民連携主体による地域戦略の提案・実施（広域）
・「新しい公共」の担い手による地域づくり（コミュニティ）
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官民連携による地区レベルでのまちのリニューアルの推進
・官民連携組織に対する人材育成・資金・活動支援制度の構築
・民間の参画を促すインセンティブ付与（規制緩和等）
・官民協働による歴史的街並みの保存・活用の仕組みの整備

・計画段階から民の参画を誘発する仕組み、手続きの整備
・官民連携の新たな開発整備手法を検討（ＴＩＦ手法等） ・各地区の取組を踏まえ、引き続き制度のあり方を検討

都市機能・サービスの集約化によるまちなか居住の推進
・医療・福祉施設のまちなかへの誘導方策、住替えの取組を支援
・公有資産の有効活用方策の普及

・まちなか居住の推進、コンパクトシティの構築に向けて、
引き続き都市計画制度のあり方を検討

・制度改正を踏まえた施策の推進

・まちなか居住の推進、コンパクトシティの構築
・先進的な取組の全国的な普及促進・低炭素ガイドラインなどを活用した低炭素まちづくりの推進

・下水熱資源有効利用ガイドライン等に基づく全国的展開
・電気自動車、電気バス等の充電施設の普及措置 等

・CO2削減に資する低炭素都市づくりガイドラインの策定
・未利用エネルギー等の利用を実現する規制緩和、支援、実証実験
・電気自動車を活用したまちづくりに関する社会実験 等

コンパクトシティ化と併せたエネルギーの面的有効利用

・全国各地での自発的な地域戦略の提案・実施の促進
・官民連携主体や「新しい公共」の担い手の活動環境整備

大都市圏戦略の策定・推進
・大都市圏戦略基本法（仮称）の制定（現行の首都圏整備法等を抜本

的に改正し、国家戦略的視点を重視）
・国による国家戦略としての大都市圏戦略の策定
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管理の適正化等によるマンションストックの再生

・標準管理規約等のマンション管理ルールの見直し ・改修、建替え等の促進策の検討及び実施（法務省と連携）

建築確認審査の迅速化等の視点から建築基準法の見直しの検
討

老朽マンションの改修・建替えの促進

中古住宅・リフォーム市場等の整備
・瑕疵保険付きのリフォームや中古住宅購入への支援・拡充
・中小工務店のリフォーム技術力向上のための支援

住宅市場の活性化・住宅投資の拡大

建築確認手続き等の改善及びその着実な運用

民間事業者等によるｻｰﾋﾞｽ付き高齢者賃貸住宅の制度化・供給支
援

高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らすことができる住まいを確保

住宅・建築物の省エネ化に向けた工程表の作成

環境に優しい住宅・建築ストックの大幅増

・リフォーム工事に係る迅速で簡素な紛争処理体制の整備
・住宅の評価に応じた不動産価格査定の仕組みの整備

ＵＲ団地等への医療・福祉施設等導入ＰＰＰプロジェクト 公共賃貸住宅団地を地域の福祉拠点として再整備

住宅・建築物の新築・改修に対する支援及び規制の強化

住宅・建築物の「まるごとエコ化」
・エコ住宅・エコビル普及促進のための支援

・「見える化」の取組 ・大規模建築物に係る省エネ基準の強化 等

木造住宅・建築物の供給促進
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市街地環境改善に資する建替え促進のための運用改善

質の高い新築住宅の供給促進
・省エネ、耐震、バリアフリー性等に優れた住宅購入への支援・拡充
・長期優良住宅の共同住宅に係る基準の見直し

・制度改正を踏まえた施策の推進

・新築の住宅・建築物の100%省エネ化の実現

大
都
市
の
国
際
競
争
力
強
化
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大街区化の推進
体的敷地と 問題

国土交通省

住宅・都市分野　規制改革検討リスト（成長戦略上の課題リスト）

分野 項目 制度の現状 成長戦略上の課題 関係法令 関係省庁

大都市イノベーシ
出戦略
世界都市東京をは
とする大都市の国
争力の強化

ョン創

じめ
際競

各種規制緩和
争拠点特区（仮

等を行う国際競
称）の設定

　現行の都
容積率等の
制緩和措置
ト等に係る税

市再生緊急整備地域は、
都市計画制限以外の規
が存しない。また、テナン
制支援措置が存しない。

　国際競争力
においては、
種法律・制度
求められてい
象の拡大や
団体から要望

強化の拠点となる地区
経済活動等に関する各
の大胆な規制緩和が
る。また、税制支援対

支援内容の充実が経済
されている。

都市再生特別措
置法　等

都市再生本
部、全省庁

大都市イノベーシ
出戦略
世界都市東京をは
とする大都市の国
争力の強化

ョン創

じめ
際競

幅広い環境貢献
た容積率の緩和

措置を評価し

　容積率の
該敷地内に
環境の向上
て、地域内
る容積率を
る。

特例制度は、主として当
おける空地確保等市街地
に資する取組を評価し
で一律的に定められてい
ベースとして緩和してい

　大都市枢要
図るため、民
掛けとして、
い環境貢献
率を緩和する
求められてい

拠点の整備の推進を
間の意欲を引き出す仕
民間事業者による幅広
の取組を評価して容積
などの柔軟な対応が
る。

都市計画法　等
（運用・実務上の
問題）

国土交通省

大都市イノベーシ
出戦略
世界都市東京をはじめ世界都市東京をはじめ
とする大都市の国
争力の強化

ョン創

大街区化の推進
際競

　大都市に
化されており、有効利用が図られてい化されており
ない。

おいて敷地・街区が細分
、有効利用が図られてい

　都市機能を
分化された敷
して 体的敷地として活用する必要して一
がある。

強化するためには、細
地・街区を集約・整形 運用・実務上の

問題
国土交通省

して活用する必要

地域ポテンシャル
戦略新たな担い手
る自発的・戦略的
域・まちづくりの促

発現
によ
な地
進

官民連携による
づくりを促す仕
域レベル）

戦略的な地域
組みの構築（広

地域計画の
調整して策
総花的で対
行が各府省
（横割り）、③
が不明確等
進んでいな

多くは行政が関係機関と
定しており、①計画内容が
外的な魅力がない、②実
毎（縦割り）・行政界毎
実施主体の責任と権限
の問題により、思うように
い。

広域的かつ
する自発的
由に（縦割り
でき、提案の
緩和等の特
みが必要で

府省横断的な取組に関
な地域戦略を地域が自
・横割りを超えて）提案
実行を後押しする規制
例措置を付与する仕組
ある。

法律
条例

全府省庁
地方公共団体

地域ポテンシャル
戦略
新たな担い手によ
発的・戦略的な地
ちづくりの促進

発現

る自
域・ま

「新しい公共」の
えた官民協働に
ティレベルの地
進

考え方を踏ま
よるコミュニ
域づくりの促

「新しい公共
①社会的認
源（人、モノ
難等の課題
活動を思う
多い。

」の担い手については、
知が進まない、②経営資
、資金、情報）の調達が困
を抱えており、地域づくり
ように進められない場合が

「新しい公共
づくりを活性
共」の考え方
動を提案した
体が認定し、
等を行う仕組

」の担い手による地域
化するには、「新しい公
に即した地域づくり活
ＮＰＯ等を地方公共団
規制緩和や財政支援
みが必要である。

条例 地方公共団体
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戦略 郊外の新市街地開発型事業 コンパクトシティを実現するため 市
都市計画法等 国土交通省

地域ポテンシャル
戦略
新たな担い手によ
発的・戦略的な地
ちづくりの促進

発現

る自
域・ま

民間の公的な貢
見合った容積率

献の程度に
の緩和

　容積率の
該敷地内に
に資する取
一律的に定
ベースとして

特例制度は、主として当
おける市街地環境の向上
組を評価して、地域内で
められている容積率を
緩和している。

　まちの管理
民間の一層
間の公的な
積率の緩和
ティブの付与

・リニューアル等への
の参画を促すため、民
貢献の程度に応じた容
を行うなどのインセン
が求められている。

都市計画法　等
（運用・実務上の
問題）

国土交通省

地域ポテンシャル
戦略
新たな担い手によ
発的・戦略的な地
ちづくりの促進

発現

る自
域・ま

公共空間におけ
の設置等に係る

る収益施設
規制緩和

　公共空間
収益施設を
団体の運用
重視しすぎ
合がある。

において、民間事業者が
設置ようとする場合、公共
として公平性等の観点を
て設置が認められない場

　オープンカ
資する施設
施設、エネル
要な新しい公
整備及び維
用、立体的な
る。

フェ等まちの賑わいに
に加え、通信施設やICT
ギー施設等都市に必
益施設等の効率的な

持管理のための有効利
利用が求められてい

運用・実務上の
問題

国土交通省

地域ポテンシャル
戦略
新たな担い手によ
発的・戦略的な地
ちづくりの促進

発現

る自
域・ま

国・公有地の無
の提供等

償又は減額で 国有地等の
に規定され

無償・減額貸付等は法律
ている。

　民間開発や
進するため、
地を活用しや
れている。

エリアマネジメントを促
民間事業者が国・公有
すくすることが求めら

国有財産法、国
有財産特別措置
法、地方自治法

財務省、総務
省

地域ポテンシャル
戦略
まちなか居住・コン
トシティへの誘導

発現
郊外の新市街地開発型事業

パク の抑制

　減少傾向
依然として依然として

地域がある

にあるものの、郊外におい
市街地が拡大し る市街地が拡大している

。

　人と環境に
コンパクトシティを実現するため
街地の拡大
画を見直す必

やさしいまちなか居住・
市

都市計画法等 国土交通省
、

を前提とした制度や計
要がある。

地域ポテンシャル
戦略
まちなか居住・コン
トシティへの誘導

発現

パク

下水処理施設
ペース化により
有効利用方針

の改築・省ス
生じる敷地の
を国が策定

　下水処理
分進んでい

場等空間の有効利用が十
ない。

　下水処理場
中、下水処理
処理場空間
ている。

等の老朽化が進む
施設の改築と併せた

の有効利用が求められ
運用・実務上の
問題

国土交通省

地域ポテンシャル
戦略
まちなか居住・コン
トシティへの誘導

発現

パク

人が多く集まる
体的利用を可能
の提示

駅前広場の立
とする手法等

　駅前広場
とした計画に
利用が十分

は平面的土地利用を前提
なっており、上空の民間
進んでいない。

　駅と建築物
い交通結節
の創出のた
められている

の接続等、利便性の高
点の整備や街の賑わい
め、立体的な利用が求
。

運用・実務上の
問題

国土交通省
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る り

地域ポテンシャル
戦略
まちなか居住・コン
トシティへの誘導

発現

パク
下水管の未処
間開放

理下水熱の民

　下水道法
ることができ
民間事業者
のための物
い。

上、下水管に物件を設け
る場合は限られており、
が未処理下水の熱利用
件を設けることはできな

　民間投資の
ギーの有効
有効利用が

活性化、未利用エネル
利用のため、下水熱の
求められている。

下水道法
国土交通省
経済産業省

住宅建築投資活性
住宅市場の活性化

化 マンションの改
等の見直し

修の決議要件

耐震改修等
るためには
の3/4以上
有部分の面
がある場合
者の承諾が

の大規模な改修を決議す
、区分所有者及び議決権
の議決が必要であり、専
積変更等の特別の影響
には、当該専有部分所有
必要となる。

旧耐震基準
等において、
3/4以上の賛
が成立する
事例があり、

で建設されたマンション
耐震改修について、
同等が得られず、決議

までに時間を要している
見直しが必要である。

建物の区分所有
等に関する法律

法務省
（所管省庁）

住宅建築投資活性
住宅市場の活性化

化 マンションの建
件等の見直し

替えの決議要

建替えを決
有者及び議
必要である
の建替え決
の決議が必
らに、建替え
いても、借家
家法の正当
る。

議するためには、区分所
決権の4/5以上の決議が
とされている。また、団地
議においても、特別多数
要であるとされている。さ
決議があった場合にお
人の立退きには借地借
事由が必要とされてい

老朽化したマ
えにあたり、
すのに難航
したり、決議
を要している
替え決議が
し借家人から
れ、建替えを
求に応じざる
り これらの要件等の見直しが必要、これらの要件等の見直しが必要
である。

ンションや団地の建替
建替え決議要件を満た
し、建替え計画がとん挫
が成立するまでに時間
事例がある。また、建
なされても、立退きに際
多額の立退料を要求さ
遅延させないために要
を得なかった事例があ

建物の区分所有
等に関する法
律、
借地借家法

法務省
（所管省庁）

住宅建築投資活性
住宅市場の活性化

化
建築確認審査
請図書の簡素
観点からの建築
直しの検討

の迅速化、申
化、厳罰化の
基準法の見

平成17年1
偽装問題の
造計算適合
の審査期間
査の厳格化
等の一部改
19年6月20

1月に発覚した構造計算書
再発を防止するため、構
性判定の導入、建築確認
の延長等の建築確認・検
を内容とした建築基準法
正をが行われた。（平成

日施行）

平成19年の
建築確認手
た様々な取
まだ時間がか
との声がある

建築基準法改正以降、
続き等の円滑化に向け
組を行っているものの、
かり、かつ煩雑である
。

建築基準法 国土交通省

住宅建築投資活性
急増する高齢者の
で自立可能な住ま
確保

化
安心
いの

見守りなどのサ
齢者賃貸住宅

ービス付き高
の供給

高齢者専用
いて、一定
に行われる
れていない

賃貸住宅（高専賃）にお
の水準のサービスが確実
ような仕組み等が整備さ
。

高齢者が安
供給促進の
者住宅の入
排除のため
がある。

心して暮らせる住まいの
ため、サービス付き高齢
居者保護や不良事業者
の方策を導入する必要

高齢者の居住の
安定確保に関す
る法律、老人福
祉法　等

厚生労働省
国土交通省
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住
木造密集市街地における住

住宅建築投資活性
環境に優しい住宅
築物整備

化
・建

大規模建築物
基準強化、住宅
築・改修に対す

に係る省エネ
・建築物の新
る規制強化

エネルギー
法律の規定
上の住宅・
の際に建築
エネ措置を
り、当該措置
著しく不十分
指示に従わ
令の対象と

の使用の合理化に関する
に基づき床面積300㎡以

建築物の新築・増改築等
主等は所管行政庁に省
届け出ることとされてお
が省エネ基準に照らして
な場合は指示及びその
なかった場合は公表・命
なる。

「家庭部門」
他部門」（ビ
超を占め、2
1990年比で
に増加してお
減が急務で
（平成11年策
築住宅は１～
状況の中で
が必要であ

（住宅）及び「業務その
ル）のCO2排出量は3割
008年度CO2排出量は
それぞれ約４割増と大幅
り、両部門における削

ある。現行の省エネ基準
定）への適合率は、新
２割程度と未だに低い

、規制及び支援の強化
る。

エネルギーの使
用の合理化に関
する法律

国土交通省
経済産業省

住宅建築投資活性
環境に優しい住宅
築物整備

化
・建

大規模な木造建
促進

築物の建設

不特定多数
の建築物、
建築物は、
ら、その主要
ることが必要

が利用する３階建て以上
延べ面積3,000㎡を超える
火災時の安全性の観点か
構造部を耐火構造とす
とされている。

大規模な木
ルでの工夫
ではあるが、
題が存在す
木造建築物
査研究が必

造建築物は、部材レベ
等を行うことで建設可能
高コストである等の課
る。このため、大規模な
の建設促進に向けた調
要である。

建築基準法 国土交通省

住宅建築投資活性建築投資活性
環境に優しい住宅
築物整備

化
木造密集市街地における住

・建
宅等の建替え

建築物につ
道路に接道しなければならないとされ道路に接道しなければならないとされ
ている。

いては、幅員４ｍ以上の
木造密集市
道路幅員が
件を満たさない等の課題があるが件を満たさない等の課題があるが
建築基準法
ているところ
措置が十分

街地においては、前面
狭いこと等により接道条

、
上、緩和措置が存在し
。しかし、これらの緩和
に活用されていない。

建築基準法 国土交通省

住宅建築投資活性
環境に優しい住宅
築物整備

化
・建

老朽化したオフ
建替え

ィスビル等の

敷地内に一
有する建築
境の整備改
場合に、容
合設計制度

定以上の規模の空地を
物について、市街地の環
善に資すると認められる
積率の特例等を認める総
等の活用が可能。

大都市圏の
ては、老朽化
ル等が多く、
を促進するた
省エネ、緑化
対する容積率
ている。

オフィスストック等につい
したビルや小規模なビ
これらの建物の建替え
め、環境配慮（高度な
等を施した）ビル等に
の緩和等が求められ

建築基準法 国土交通省
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低炭素都市づくりガイドライン（案）－概要 ※平成２２年度早期に完成・公表予定

・実際の事業等実施
（街区、建物の更新
や交通ネット ワーク
の整備を実現する市
街地整備事業や街
路事業等）

ガイドラインは、「第Ⅰ編 低炭素都市づくりの考え方」「第Ⅱ編 低炭素都市づくりの方法」と「第Ⅲ編 低炭素都市づくり方策による効
果分析方法」の３部で構成され、ＰＤＣＡサイクルによる低炭素都市づくりの推進に活用されることが期待される。

<ガイドラインの全体構成と内容>

・低炭素都市づくりに向けた取組
みが効果を発揮するよう、本ガ
イドラインによる、CO2削減量の
チェック、モニタリング

Check

・マスタープランや、
都市・地域総合交通
戦略等の施策別計
画の見直し

Action

・本ガイドラインによる低炭素都
市づくりの成果を反映したマス
タープラン作成
・低炭素都市づくりに配慮した
都市・地域総合交通戦略等の
施策別計画策定

PLAN

DO

①都市における社会経済活動からのCO２排出量が全
体の過半を占めている

②都市レベルで低炭素化を進めることの必要性は、
関連する諸計画の中にも明記されている。

（１）ガイドラインの対象範囲
（２）ガイドラインの活用場面

①都市のCO２排出状況と排出構造を踏まえた、効果的
なCO２排出削減に向けた方策の選択が必要
②そのためには、現在のCO２排出量を把握し、他都市
とも比較しながら、どの分野でどのような方策を実施す
ることが効果的か自己診断することが必要。
③この自己診断にもとづいた方策の選択については、
集約型都市構造への転換による低炭素化にあわせて、
「交通・都市構造」、「エネルギー」と「みどり」という分野
別に９の方針を提示した。

第１章 低炭素都市づくりガイドラインとは何か

第３章 低炭素都市づくりの基本的考え方

第４章 低炭素都市づくりの推進に向けて

第５章 「地球温暖化対策地方公共団体実行計
画（区域施策編）」（新実行計画）との関係につい
て

方策（案）毎にＣＯ２排出量
（みどりは吸収量）を推計する。
・分析に必要なデータ等を収集
・分析手法（計算式）を確定

＜（３）ＣＯ２排出量・吸収量の推計＞

ＣＯ２排出・吸収状況や構造を踏まえた低炭素
都市づくりの課題の把握

課題を解決するための方策（案）の作成

＜（１）都市の排出・吸収状況と課題の把握＞

＜（２）方策（案）の作成＞

＜（４）目標値の設定＞

•削減量の積み上げを行い、目標値を設定する。
•新実行計画との調整が必要な場合は関係部局
との間で調整を行う。
•再計算が必要な場合は、方策（案）を再度選択
して検討を繰り返す。
•以上の検討を踏まえて、都市政策によるＣＯ２

排出量の削減目標を定める。

第２章 低炭素都市づくりの背景

都市計画マスタープランや
都市施設計画等への反映

＜（５）成果の活用＞

第Ⅰ編

＜本ガイドラインによるCO２排出量・
吸収量の推計と目標値の設定＞

詳細は
第Ⅱ編

詳細は
第Ⅲ編

第Ⅰ編

第６章 ＰＤＣＡサイクルによる
低炭素都市づくりの推進

第Ⅱ編

■ 低炭素都市づくりの方向性

■ 方策の一覧

CO２排出量＝建物延床面積×建物エネルギー負荷原単位

÷熱源設備総合効率×エネルギー種別排出係数

ＣＯ２の直接吸収量＝活動量１（樹木の数、緑化面積）×吸収係数１

＋・・・＋活動量ｎ×吸収係数ｎ

＜エネルギー分野のＣＯ２排出量算定式＞

＜みどり分野のＣＯ２排出量算定式＞

CO２排出量＝交通量×移動距離（トリップ長）×排出原単位

＜交通分野のＣＯ２排出量算定式＞

第Ⅲ編

■ 低炭素都市づくり方策の効果分析方法

①みどりの CO2の固定・吸収量の計算

②木質バイオマスの活用可能量の計算

（バイオマスエネルギーはエネルギー分野で算定）

①建物用途別エネルギー負荷原単位による算定

②建物用途別の床面積当たり CO2排出量原単位による算定

①パーソントリップ調査データを用いた算定

②センサスＯＤ調査データを用いた算定

③特定個別施策効果の算定

エネルギー分野

交通・都市構造分野

みどり分野

成果の活用

見直し

Ｃ．緑地の保全と都市緑化の推進
（自然との共生）

Ｂ．エネルギーの効率的な利用と未
利用・再生可能エネルギーの活用

（エネルギー多消費型都市活動の改
善）

Ａ．コンパクトな都市
構造の実現と交通対策

（拡散型都市構造から
集約型都市構造への転
換）

方針４ 低炭素化に寄与する省
エネルギー建物への更新

方針５ エネルギーの面的活用

方針６ 未利用・再生可能エネル
ギーの活用

方針９ ヒートアイランド対策に
よる熱環境改善

方針７ 吸収源の確保

方針８ 木質バイオマス利用の推進

方針１
集 約 型 都 市
構造の実現

方針３
公 共交 通機関
の利用促進

方針２
交 通流 対策の
推進

⑥ エネルギー負荷を削減するための対策

⑦ エネルギーの利用効率を高めるための対策
⑧ 未利用エネルギーを活用するための対策
⑨ 再生可能エネルギーを活用するための対策

① 集約型都市構造への転換

② 道路整備（走行速度改善）
③ 自動車交通需要の調整（交通需要マネジメント）

④ 公共交通の整備
⑤ 公共交通の利用促進

⑩ 都市計画マスタープラン・都市計画・条例等にもとづく施策

⑪ 公園緑地の整備と都市緑化の推進施策
⑫ みどりの管理・育成施策

⑬ 緑税・協力金制度
⑭ 大規模な緑地の保全と適正な管理

⑮ 木質バイオマスの活用
⑯ ヒートアイランド対策

エネルギー分野

交通・都市構造分野

みどり分野

CO2排出量 ＝ 交通量×移動距離(トリップ長)×排出源単位

CO2排出量 ＝ 建物伸床面積 × 建物エネルギー負荷原単位
÷熱源設備総合効率 × エネルギー種別排出係数

CO2直接吸収量 ＝活動量１（樹木の数、緑化面積）×吸収係数１
＋・ ・・＋ 活動量ｎ × 吸収係数ｎ

＜みどり分野のCO2吸収量算定式＞
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制度検討の方向性

《持続可能な集約型都市構造化という基本方針の明確化》

○都市計画のみならず、関連する都市整備等の諸制度を通じて、土地対策・供給対策として
の性格が強かったこれまでの位置付けに代え、都市生活・活動・環境等が持続可能な集約
型都市構造化のための政策に転換

《制度課題への対応イメージ（例）》

取組を強化するため早急に措置する項目

○地域ごとに個別の対応を積み重ねることによるアプローチで取組を加速しなければならな
いと考えられることから、分権化を徹底し、計画から事業にわたる諸権限を可能な限り一体
化する一方で、全体の調和が保たれるよう、調整措置を置く。
・市街地を拡大する可能性のある事項、土地収用等慎重手続を要する事項については、より広域的

な主体が扱うこととする。
・計画に対する国の関与は、個別計画のチェックではなく、事前に基準と方針を示し、可能な限りマス

タープランレベルで行うことを原則とする。

○ゴールを描きにくい中での個別積み重ねアプローチという特性に応じたマスタープランの
機能改善と実効性向上を図るとともに、情勢変化等に応じた修正が的確に行われるよう、
施設・事業に係る計画の定期的な評価・見直しのルールを確立する。
・計画の的確な決定と見直しのための必要なデータの効率的収集と分析手法を開発する。
・長期にわたり実現していない施設・事業に関する計画の見直しを徹底するとともに、選択と集中によ

る必要な事業の迅速な実施や民間事業との連携を強化するなど、都市に関する効率的な投資のマネ
ジメントの手段としての機能を向上させる。

第1回都市計画制度小委員会
(平成21年7月30日) 資料より抜粋
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※併せて集積の核となることが期待される拠点の整備や、地域の状況に応じた集約の誘導を包括的
に支援するための、新たな仕組みを設けることを検討する。

関連制度との関係などを含め幅広く慎重な検討が必要な事項

○市街化区域と市街化調整区域の区分（線引き）とこれを基軸に設けられ複層化・複雑化し
ている土地利用計画について、機能を今日的視点から整理し、体系を再構築する。
・「市街化」区域「市街化調整」区域の概念について見直しを行い、市街化区域における更新の誘導、

複合化等による機能の効率化・高度化、空地や農地の保全等によるメリハリのある空間形成の枠組
を構築する。なお、市街地の無秩序な拡大を抑制する線引き制度が担う機能は引き続き必要であり、
維持する。

・望ましい都市像を実現するための容積率制度のあり方を再検証し、必要な計画事項の見直し等を
検討する。

○土地利用計画の担保手段として設けられている各種許可、届出勧告、協定等の制度につ
いて、相互の関係や分担について横断的整理を行い、これらが総体として望ましい土地利
用を誘導する機能を強化するため、必要な見直しを行う。
・開発動向に応じ、非建築的土地利用を含めて開発許可制度を機動的に発動する仕組や、規制強度

と適用区域の関係の整理を検討するとともに、具体プロジェクトの進捗に応じ段階的に必要となる国
土利用計画法、建築基準法、景観法等関連制度との可及的一体的運営を図る方策を検討する。

・マスタープランや方針に即して誘導する柔らかな調整手段を拡充する。

その他、特定の課題に対応した規制の運用面を含めた見直しや新たな事業制度について、
必要な検討を行う。
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